
証券コード 3417
令和８年６月３日

株 主 各 位
東 京 都 文 京 区 音 羽 二 丁 目 １ 番 ４ 号

大木ヘルスケアホールディングス株式会社
代表取締役社長 松 井 秀 正

第11回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜りありがたく厚く御礼申しあげます。
さて、当社第11回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご

通知申しあげます。
本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報

（電子提供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネッ
ト上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、以下のウェブサイトに
アクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。
当社ウェブサイト http://www.ohki-net.co.jp/

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「株主の皆様へ」
「株主総会招集通知」を順に選択いただき、ご確認ください。）

また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所
（東証）のウェブサイトにも掲載しておりますので、以下よりご確認くだ
さい。
東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に
「大木ヘルスケアホールディングス」又は「コード」に当社証券コード
「3417」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択し
て、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご参照
ください。）

なお、当日ご出席願えない場合は、書面又はインターネットによって議決権を行使

することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討くださいまして、

令和８年６月２３日（火曜日）午後５時30分までに行使くださいますようお願い申し

あげます。

敬 具

― 1 ―

2026年05月20日 13時36分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



記

１．日 時 令和８年６月２４日（水曜日）午後３時（受付午後２時より）

２．場 所 東京都文京区音羽一丁目16 − ３

大木ビル 当社 １階コミュニケーションフロア

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第11期（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）事業報

告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会

の連結計算書類監査結果報告の件

２．第11期（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）計算書

類の内容報告の件

決 議 事 項

第１号議案 取締役７名選任の件

第２号議案 補欠監査役１名選任の件

以 上

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対す
る賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。

当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいま
すようお願い申しあげます。なお、電子提供措置事項に修正が生じた場合には、イン
ターネット上の当社ウェブサイト及び東証ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及
び修正後の事項を掲載いたします。

本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事
項を記載した書面をお送りいたします。
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議決権行使についてのご案内

株主総会にご出席の場合

当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知をご持参いただくと

ともに同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ

うお願い申しあげます。

開催日時 令和８年６月24日（水曜日）午後３時

株主総会にご出席でない場合

書面による議決権行使

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご記入いただき、行

使期限までに到着するようご送付ください。議決権行使書面におい

て、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたもの

として取り扱わせていただきます。

行使期限 令和８年６月23日（火曜日）午後５時30分到着分まで

インターネットによる議決権行使

次頁の「インターネットによる議決権行使のご案内」をご高覧の

上、画面の案内に従って、行使期限までに賛否をご入力ください。

行使期限 令和８年６月23日（火曜日）午後５時30分入力分まで

スマートフォンでの議決権行使は、「スマート行使」をご利用ください。

複数回にわたり議決権行使をされた場合の取り扱い
※ 書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによるものを有

効な議決権行使といたします。

※ インターネットにより議決権を複数回行使された場合は、最後に行使された内容を有効な議決権行

使といたします。
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インターネットによる議決権行使のご案内
インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使ウェブサイト
をご利用いただくことによってのみ可能です。

令和８年６月23日（火曜日）午後５時30分入力分まで

パソコンによる議決権行使

スマートフォンによる議決権行使「スマート行使」
同封の議決権行使書用紙に記載された「スマートフォン用議決権行使ウェブサイト
ログインQRコード」を読み取りいただくことにより、「議決権行使コード」及び
「パスワード」が入力不要でアクセスできます。
※上記方法での議決権行使は１回に限ります。

※QRコードは株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

三井住友信託銀行株式会社ウェブサポート専用ダイヤル
[電話] 0120-652-031

受付時間 9:00～21:00（土曜、日曜、祝日も受付）

ご注意事項
※ 議決権行使サイトをご利用いただく際のプロバイダへの接続料金及び通信事業者への通信料金等は
株主様のご負担となります。

※ スマート行使による議決権行使は一回のみ可能です。一度議決権行使をした後で行使内容を変更さ
れる場合、パソコン向けサイトで「議決権行使コード」「パスワード」を入力してログインしてく
ださい。（QRコードを再度読み取っていただくとパソコン向けサイトへアクセスできます。）

議決権行使期限

議決権行使ウェブサイト https://www.web54.net

議決権行使書

見本 見本

見本
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事 業 報 告

（令和７年４月１日から
令和８年３月31日まで）

１．企業集団の現況
（1）当連結会計年度の事業の状況

事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用環境の改善や賃上げ等による個人

消費の持ち直しに加えて、企業の設備投資やインバウンド需要が成長を下支えし

たものの、食料品を始めとする物価の高止まり、日本銀行による政策金利の引き

上げ、あるいは中東情勢の不安定化などの地政学的リスクの高まり等から、個人

消費環境の先行きには不確実性が高まっております。

かかる状況下、当社グループは「医薬品スタンディングの美と健康と快適な生

活にウイングをもつ需要創造型の新しい中間流通業」として、医薬品・健康食

品・化粧品・衛生用品・日用雑貨品で構成されるヘルスケア・カテゴリーを対象

に、生活者自身が気付いていない多種多様な潜在需要を顕在化させることを目指

して、積極的な商品提案と、その安定供給に努めております。

具体的には、当社と考え方や目指すところを共有する小売企業及びメーカーと

パートナーシップを組み、多種多様なヘルスケア商品について、生活者の潜在需

要の顕在化、すなわち「新しい売上と新しいお客様を創る」ため、新しいカテゴ

リーの提案や新しい商品の開発支援とともに、当社グループの出資先や業務提携

先との協働による販売プロモーションの支援や販売体制の構築等の店頭販売力強

化サポートなどに取り組み、中長期的な企業価値向上、持続的な成長を目指して

まいりました。

また、流通限定品の売上構成比を継続的に高め、非価格競争力の向上を図る一

方で、物流部門を始めとする間接業務の効率化による継続的な経費削減を行い、

電子化・デジタル化の先行投資を進め、当社グループ全体のみならず流通業界関

係者を対象とする業務改善に取り組んでおります。

しかしながら、人口減少による総需要の減退傾向のなか、商品値上げや国内イ

ンフレ基調でヘルスケア需要が鈍化している環境下、大手小売企業の合従連衡に

よる取引条件の見直し、取り扱い商品値上げの価格転嫁の遅れ、人件費や物流コ

ストの継続的な上昇、電子化・システム化の先行投資負担の増加、本社機能移転

の一時的なコスト負担、及び子会社の在庫処理を進めたこと等から、当連結会計

年度の売上高は360,358百万円(対前年同期比3.1％増)と増収であったものの、経

常利益は1,964百万円(対前年同期比50.8％減)、親会社株主に帰属する当期純利

益は1,339百万円(対前年同期比49.2％減)と大幅な減益となりました。
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（2）企業集団の財産及び損益の状況

期 別

項 目

第８期

（自 令和４.４.１
至 令和５.３.31）

第９期

（自 令和５.４.１
至 令和６.３.31）

第10期

（自 令和６.４.１
至 令和７.３.31）

第11期

（自 令和７.４.１
至 令和８.３.31）

売 上 高
百万円 百万円 百万円 百万円

304,445 334,661 349,452 360,358

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円 百万円

2,182 2,210 2,639 1,339

１株当たり当期純利益
円 円 円 円

158.22 160.45 193.49 98.23

総 資 産
百万円 百万円 百万円 百万円

122,539 138,576 139,339 148,393

純 資 産
百万円 百万円 百万円 百万円

24,271 27,899 31,055 34,166
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（3）重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社との関係

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容

株 式 会 社 大 木 2,486百万円 100.0％ 医薬品等卸売業

リブ・ラボラトリーズ株式会社 100 99.1 食品・雑貨製造販売卸売業

株式会社エコ・ファクトリー 10 100.0 環境対応日用品製造・卸売業

大 木 製 薬 株 式 会 社 90 87.7 医薬品製造卸売業

エーアイピー大木株式会社 25 100.0
コンタクトレンズ及びその付属品
卸売・小売業

株式会社奈良ドラッグ 10 100.0 医薬品等小売業

日野薬品工業株式会社 50 68.0 医薬品製造卸売業

株 式 会 社 ウ イ ル 5 100.0 医薬品等卸売業

（注）リブ・ラボラトリーズ株式会社以下については当社子会社である株式会社大木の議決権比率を表
示しております。

③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

１．特定完全子会社の名称及び住所

株式会社大木

東京都文京区音羽二丁目１番４号

２．当社及び完全子会社等における特定完全子会社の株式の当事業年度の末

日における帳簿価額の合計額

8,522百万円

３．当社の当事業年度に係る貸借対照表の資産の部に計上した額の合計額

22,091百万円
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（4）対処すべき課題

国内経済の次期の見通しにつきましては、人手不足や賃上げを背景に雇用や所

得の環境改善が継続しており、国内需要を中心に景気の回復基調が見込まれま

す。

しかしながら、中東情勢の不安定化やウクライナ紛争などの地政学的リスクは

継続しており、原油や石油化学製品の供給不安や輸入物価の高騰に対する懸念に

加えて、人件費、物流コスト、食料品価格などの上昇による国内インフレ基調の

継続から、消費者マインドの低下や節約志向が広がっており、先行き不透明な経

営環境は継続するものと考えております。

当社の属するヘルスケア業界においても、競合他社とのシェア獲得競争や価格

競争に加え、大手小売企業の合従連衡による価格交渉力の強まりと更なるセンタ

ーフィーの上昇、人件費や物流コストの上昇などは継続しており、経営環境は引

き続き厳しい状況であると予想しております。

次期におきましては、かかる状況を打破すべく、当社グループは、引き続き新

しい商品の開発支援や新しいカテゴリーの提案による新規需要の開拓と潜在需要

の顕在化に努め、一人当たりのヘルスケア関連商品の消費支出の拡大を目指しま

す。併せて、継続的なコスト削減と業務の効率化に努め、経営改善を進めてまい

ります。

当社グループは、生活者のニーズを的確に捉え、生活者の満足を高め、豊かな

生活を実現することを通じて、社会に貢献することを経営方針として掲げ、更な

る成長と飛躍に取り組んでまいります。

需要創造型の中間流通業として、名実ともにヘルスケア・カテゴリーにおける

オンリーワン卸を目指し、その実現に取り組む所存でございます。

株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご支援、ご鞭撻を賜ります

ようお願い申し上げます。

（5）主要な事業内容（令和８年３月31日現在）

当社グループは、主として当社及び連結子会社８社で構成されております。ま

た、各社の主な事業内容は、医薬品等の製造・販売業であり、単一のセグメント

であります。各社は主として、株式会社大木及び株式会社大木の取引先を対象に

事業を営んでおります。
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（6）主要な事業所（令和８年３月31日現在）

① 当社

事 業 所 名 所 在 地

本 社 東 京 都 文 京 区

② 重要な子会社

会 社 名 所 在 地

株 式 会 社 大 木 東京都文京区

リ ブ ・ ラ ボ ラ ト リ ー ズ 株 式 会 社 同上

株 式 会 社 エ コ ・ フ ァ ク ト リ ー 同上

大 木 製 薬 株 式 会 社 同上

エ ー ア イ ピ ー 大 木 株 式 会 社 福岡県福岡市

株 式 会 社 奈 良 ド ラ ッ グ 大阪府大阪市

日 野 薬 品 工 業 株 式 会 社 滋賀県蒲生郡

株 式 会 社 ウ イ ル 東京都文京区

（注）リブ・ラボラトリーズ株式会社以下については当社子会社である株式会社大木の子会社でありま
す。

（7）使用人の状況（令和８年３月31日現在）

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

685（713）名 増37（減79）名

（注）使用人数は就業員数であり、パート及びアルバイトは（ ）内に年間の平均人員を外数で記載し
ております。

（8）企業集団の主要な借入先の状況（令和８年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 4,100百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 3,700

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 3,630

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,100

株 式 会 社 り そ な 銀 行 1,000

（注）株式会社三菱UFJ銀行の借入残高には、社債（私募債）の未償還額2,000百万円が含まれておりま
す。

（9）設備投資の状況

当連結会計年度に実施した設備投資の総額は1,321百万円であり、その主なもの

は、当社本社ビルの取得によるものであります。
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２．会社の現況
（1）株式の状況（令和８年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 50,000,000株

② 発行済株式の総数 14,072,100株

③ 株 主 数 1,939名

④ 大 株 主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

ロ ー ト 製 薬 株 式 会 社 1,759,400株 12.90％

東 邦 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 1,413,000 10.36

国 分 グ ル ー プ 本 社 株 式 会 社 1,000,000 7.33

大木ヘルスケアホールディングス取引先持株会 605,100 4.44

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 567,108 4.16

株 式 会 社 ツ ム ラ 559,046 4.10

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 548,000 4.02

久 光 製 薬 株 式 会 社 412,950 3.03

株 式 会 社 明 治 318,607 2.34

DBS BANK LTD 700170 300,000 2.20

（注）１.持株比率は、自己株式430,824株を控除して計算しております。
２.2026年2月27日付で、公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、

2026年2月27日現在で有限会社キャピタルマネジメントが704千株（保有割合5.01％）
を保有している旨が記載されております。しかし、当社として当事業年度末における同社
の実質所有株式数の確認ができていないため、上記大株主には含まれておりません。
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（2）会社役員の状況

① 取締役及び監査役の状況（令和８年３月31日現在）

会社における地位、担当及び重要な兼職の状況 氏 名

取 締 役 会 長 松 井 秀 夫

取 締 役 社 長（代表取締役） 松 井 秀 正

専 務 取 締 役（代表取締役） 宇 部 由 信

取 締 役 荒 山 周 久

取 締 役 木 村 充 宏

取 締 役 山 岡 研 一

取 締 役 川 上 眞 吾

監 査 役（常勤） 宮 本 正 博

監 査 役 田 中 安

監 査 役 駒 﨑 一 郎

（注）１．取締役川上眞吾氏は、社外取締役であります。
２．監査役田中 安氏及び駒﨑一郎氏は、社外監査役であります。
３．当該事業年度に係る役員の重要な兼職の状況は、以下のとおりであります。
・取締役松井秀夫氏は、エーアイピー大木株式会社の代表取締役、株式会社大木、大木製薬株
式会社の取締役を兼務しております。

・取締役松井秀正氏は、株式会社大木、大木製薬株式会社、リブ・ラボラトリーズ株式会社、
株式会社エコ・ファクトリー、株式会社奈良ドラッグ、日野薬品工業株式会社の代表取締
役、エーアイピー大木株式会社の取締役を兼務しております。

・取締役宇部由信氏は、株式会社大木の代表取締役、リブ・ラボラトリーズ株式会社、株式会
社エコ・ファクトリー、大木製薬株式会社、エーアイピー大木株式会社の取締役を兼務して
おります。

・取締役荒山周久氏は、株式会社大木の取締役を兼務しております。
・取締役木村充宏氏は、株式会社大木の取締役を兼務しております。
・取締役山岡研一氏は、株式会社大木、リブ・ラボラトリーズ株式会社の取締役を兼務してお
ります。

・監査役宮本正博氏は、株式会社大木、大木製薬株式会社、リブ・ラボラトリーズ株式会社、
エーアイピー大木株式会社、株式会社奈良ドラッグ、日野薬品工業株式会社の監査役を兼務
しております。

４．株式会社大木は当社の完全子会社であります。
５．監査役田中 安氏は、東京証券取引所の定める独立役員であります。

― 11 ―

2026年05月20日 13時36分 $FOLDER; 11ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



② 取締役及び監査役の報酬等

イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、令和４年８月８日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬

等の内容にかかる改訂方針を決議しております。

また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報

酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決

定方針と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると

判断しております。

取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。

ａ．基本報酬に関する方針

取締役の報酬は、株主総会で決議された報酬総額の範囲内において、取締

役会がこれを決定する。

役員の報酬は、会社の業績、職位別職務内容、当該役員の貢献度、従業員

給与の最高額、役員報酬の世間相場などを総合考慮し、取締役会より委任さ

れた取締役にて決定する。

ｂ．報酬等の割合に関する決定方針

固定額の金銭報酬100％とする。

ｃ．報酬等の支給・付与の時期や条件に関する方針

役員の報酬は、株主総会後の取締役会にて7月から翌年6月までの報酬額が

月額で決定され、毎月25日(休日の場合はその前日)に本人の指定する銀行口

座に振り込むことで支給する。

また、役員の報酬を支給するに際しては、次のものを控除する。

①所得税 ②住民税 ③社会保険料 ④その他前払金、貸付金、立替金等

ｄ．報酬等の決定の委任に関する事項

ⅰ 当該委任を受ける者の氏名又は当該株式会社における地位若しくは担

当

取締役会長 松井秀夫及び代表取締役社長 松井秀正

ⅱ 上記ⅰの者に委任する権限の内容

取締役の個人別報酬額の決定
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ロ．当事業年度に係る報酬等の総額等

区分
報酬等の総額等
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる役員の

員数（名）基本報酬
役員退職慰労
引当金繰入額

取締役 148 138 10 8

（うち社外取締役） （1） （0） （0） （1）

監査役 13 12 1 3

（うち社外監査役） （2） （2） （0） （2）

合計 162 151 11 11

（うち社外役員） （3） （3） （0） （3）

（注）１．取締役の報酬限度額は、平成28年６月28日開催の第１回定時株主総会において年額200百万
円以内（うち、社外取締役10百万円以内）と決議いただいております。
当該株主総会終結時点の取締役の員数は、７名（うち、社外取締役１名）であります。

２．監査役の報酬限度額は、平成28年６月28日開催の第１回定時株主総会において年額25百万円
以内と決議いただいております。
当該株主総会終結時点の監査役の員数は、３名（うち、社外監査役２名）であります。

３．取締役会は、取締役会長 松井秀夫及び代表取締役社長 松井秀正に対し各取締役の報酬の
額の決定を委任しております。委任した理由は、当社全体の業績を勘案しつつ各取締役の担
当部門について評価を行うには両取締役が適している、と判断したためであります。

③ 社外取締役に関する事項

取締役会（15回開催）

出席回数 出席率

取締役 川 上 眞 吾 14回 93％

（注）社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要
取締役 川上眞吾氏は、第11期開催の取締役会15回の内14回出席し、議案審議において、長年に
わたる経営者としての知識と経験に基づき経営の監督と経営全般への助言など社外取締役に求め
られる役割・責務を十分に発揮しております。

④ 社外監査役に関する事項

取締役会（15回開催） 監査役会（12回開催）

出席回数 出席率 出席回数 出席率

監査役 田 中 安 15回 100％ 12回 100％

監査役 駒 﨑 一 郎 15 100 12 100

（注）取締役会及び監査役会における発言状況
監査役 田中 安氏は、第11期開催の取締役会15回の内15回出席し、また監査役会12回の内12回
出席し、議案審議及び社長との懇談等に必要な発言を適宜行っております。
監査役 駒﨑一郎氏は、第11期開催の取締役会15回の内15回出席し、また監査役会12回の内12回
出席し、議案審議及び社長との懇談等に必要な発言を適宜行っております。
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（3）会計監査人の状況

① 名 称 アーク有限責任監査法人

（注） 太陽有限責任監査法人は令和７年６月25日開催の第10回定時株主総会終結の時をもっ

て任期満了により会計監査人を退任いたしました。また、同株主総会で新たにアーク

有限責任監査法人が会計監査人に選任され就任いたしました。

② 報 酬 等 の 額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 11百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の
合計額

28

（注）１．会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由
監査役会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人より必要な資料の入手、報告を受けた上
で会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況、報酬見積りの算定根拠について
確認し、審議した結果、これらについて適切であると判断したため、会計監査人の報酬等の
額について同意しております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業
年度に係る会計監査人の報酬等の額には、合計額を記載しております。

３．会計監査人監査の対象となる全ての子会社につきましても、アーク有限責任監査法人が会計
監査人となっております。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると

判断した場合に、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議

案の内容を決定いたします。

また、監査役会は、上記の場合のほか、会計監査人が会社法第340条第１項各号

のいずれかに該当すると認められる場合に、監査役全員の同意に基づき、会計

監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最

初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報

告いたします。
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３．会社の体制及び方針
（1）業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のと

おりであります。

① 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制

当社グループ各社の取締役会は、法令、定款、株主総会決議、取締役会規程

等に従い、経営に関する重要な事項を決定する。

当社グループ各社の取締役会は、内部統制システムの基本方針を決定し、取

締役が適切に内部統制システムを構築・運用し、それに従い職務執行している

かを監督する。

当社グループ各社の監査役は、監査役会規則及び監査役監査基準に基づき、

内部統制システムが有効に機能しているかを確認する。また、それぞれの会社

の取締役の職務執行の法令・定款への適合性及び適正性について監査を実施す

る。

② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社は、取締役会等の重要な会議の意思決定に係る情報、重要な決裁に係る

情報等については、法令及び文書管理規程等の社内規程に従い、適正に記録し、

定められた期間中、適切に保存するとともに、必要に応じて取締役、監査役等

が閲覧可能な状態にて管理する。

③ 当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社グループは、グループ全体のリスクを統括的に管理するために、リスク

管理規程等の社内規程を整備し、リスクに関する意識の浸透、早期発見、未然

防止、発生したリスクへの対処方法及び是正手段等を定める。

業務を執行する当社の各部門及び当社子会社は、定期的にリスク管理の状況

を内部統制委員会に報告する。内部統制委員会は、リスク管理の状況が適切か

どうかを検討し、取締役会に報告する。

④ 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保す

るための体制

当社グループは、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するた

め、取締役会の運営に関することを取締役会規則に定めるとともに、月１回の

定時取締役会及び随時開催される臨時取締役会において、経営に関する意思決

定並びに取締役の業務執行状況の管理及び監督を行う。

当社グループ各社の取締役は、ＩＴ環境の整備を強化し、職務執行における

迅速性及び効率性を推進する。
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⑤ 当社及び当社子会社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制

当社グループは、コンプライアンスに則った企業活動を実践することが経営

の重要課題であると認識しており、当社及び当社子会社の取締役及び使用人が

法令・定款及び当社の経営理念を遵守した行動をとるための「行動規範」を制

定し、企業倫理などの基本姿勢を明確にするとともに、その周知徹底を図る。

当社グループは、グループのコンプライアンス体制の確立を図り、公正公平

な職務の推進を確保するため、コンプライアンス委員会を設置する。コンプラ

イアンス委員会は、コンプライアンスに関する内部統制機能の強化を継続的に

行える体制を推進・維持するとともに、法令違反その他のコンプライアンス上

の課題の検討及び対応を行う。

当社グループは、当社及び当社子会社における法令遵守の観点から、コンプ

ライアンスに反する行為を早期に発見し、是正するための手段として社内通報

連絡窓口を設置する。

当社グループの業務執行部門から独立した内部監査部門である業務監査班が、

業務監査の一環として、コンプライアンス体制の構築・運用状況について、内

部監査を実施する。

⑥ 当社子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制そ

の他の当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する

ための体制

当社は、当社及び当社子会社の業務の適正を確保し、グループ経営の効率性

の向上を図るため、子会社管理の基本方針及び当社に対する報告事項等を関係

会社管理規程に定める。

当社子会社は、関係会社管理規程に基づき、子会社における重要事項の決定

に関して当社への事前協議・報告を求めるほか、経営計画、損益及び業務執行

状況の報告を当社に定期的に行う。当社の関係会社管理の統括部門は、当該報

告等により子会社の業務の適正性及び効率性を確認するとともに、必要に応じ

てモニタリングを行う。

⑦ 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ

る当該使用人に関する事項

当社は、監査役の職務を補助する使用人は配置していないが、監査役が当該

使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査役会と協議のうえ、期間を限

定して、監査役を補助すべき使用人を指名することができる。
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⑧ 前項の使用人の当社の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実

効性確保に関する事項

指名された使用人への指揮権は、当該使用人の取締役からの独立性及び当該

使用人に対する監査役の指示の実効性を確保するために、その監査補助の期間

中は、監査役に移譲されたものとし、取締役の指揮命令は受けない。

⑨ 当社の取締役及び使用人並びに当社子会社の取締役、監査役及び使用人又は

これらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告するための体制その他

当社の監査役への報告に関する体制

当社の監査役は、取締役会以外にも当社グループの経営会議等の重要な会議

へ出席し、重要事項や損害を及ぼすおそれのある事実等について、随時、報告

を求めることができる。

当社の監査役は、職務執行に必要と判断した事項について、随時、当社及び

当社子会社の取締役及び使用人に報告を求めることができる。また、議事録等

の情報の記録を閲覧できる。

当社及び当社子会社の取締役及び使用人は、法定の報告事項のみでなく、取

締役又は使用人の不正行為又は法令・定款違反行為、当社及び当社子会社に重

要な影響又は損害を及ぼすおそれのある事実を知った場合、遅滞なく当社の監

査役に報告する。

⑩ 前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受け

ないことを確保するための体制

当社は、前項の監査役への報告をした当社及び当社子会社の取締役及び使用

人に対して、当該報告をしたことを理由とする不利な取扱いを行うことを禁止

し、その旨を、当社及び当社子会社の取締役及び使用人に周知徹底する。

⑪ 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他

の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事

項

当社は、監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払又は償還等の請

求をしたときは、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められる場合を除

き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

⑫ その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

当社の監査役会は、代表取締役社長と定期的に会合をもち、会社が対処すべ

き課題や監査上の課題等について意見交換を行い、相互認識と信頼関係を確保

する。

当社の監査役会は、会計監査人及び内部監査担当とも意見交換や情報交換を

行って連携を図り、必要に応じて調査及び報告を求めるなど、より効率的かつ

効果的な監査を行う体制を構築する。
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⑬ 財務報告の信頼性を確保するための体制

当社グループは、財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法その他

の関係法令等の定めに従って、財務報告に係る内部統制を整備し、適切な運用

に努めるとともに、それを評価するための体制を確保する。

⑭ 反社会的勢力の排除に向けた体制

当社グループは、「行動規範」において反社会的勢力との関係遮断を定め、統

括管理本部を反社会的勢力への対応統括部署として反社会的勢力排除のための

体制を整備する。

当社グループは、反社会的勢力からの不当・不法な要求に対しては、警察や

弁護士等の外部専門機関と連携して、毅然とした姿勢で組織的に対応する。

（2）業務の適正を確保する体制の運用状況

当社及び当社グループのコーポレート・ガバナンスの充実に向けた最近１年間

（当事業年度の末日から遡って１か年）における実施状況は次のとおりでありま

す。

① 当社取締役会を15回開催し、法令等に定められた事項や経営方針・予算の策

定等経営に関する重要事項を決定し、月次の経営業績の分析・対策・評価を

検討するとともに法令・定款等への適合性及び業務の適正性の観点から審議

いたしました。

② 当社の監査役会を12回開催し、監査方針、監査計画を協議決定し、重要な社

内会議への出席、業務及び財産の状況の監査、取締役の職務執行の監査、法

令・定款等の遵守について監査いたしました。

③ 当社グループの取締役及び業務監査班を中心に内部統制委員会を４回開催し、

各事業部毎に事業活動に重要な影響を及ぼす外部環境の変化の有無、債権債

務管理に問題の発生する取引先の有無、会社全体における訴訟・紛争発生の

実績、見込みの有無等について報告及び審議いたしました。

④ 当社グループの取締役・業務本部・薬事室・及び業務監査班からなるコンプ

ライアンス委員会を11回開催し、業法（医薬品医療機器等法）に伴う作業の

適正性についての報告及び審議をいたしました。

（3）会社の支配に関する基本方針

該当事項はありません。
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（4）剰余金の配当等に関する基本方針

当社は、株主の皆様に対する利益還元を最も重要な経営課題のひとつとして位

置付け、安定配当を継続することを基本とし、業績並びに今後の事業展開等を勘

案して、配当を行う方針としております。

それに基づき、当期の期末配当金につきましては、当社定款の規定に基づき、

令和８年５月15日開催の当社取締役会において、令和８年３月31日を基準日とし

て、株主の皆様のご支援に報いるため増配とし、１株につき30円の配当とするこ

とに決定いたしました。

なお、当社は平成27年10月１日の設立時より取締役会決議で剰余金の配当等を

決定することができる旨の定款を定めております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（令和８年３月31日現在）

（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 122,836 流 動 負 債 107,534

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

棚 卸 資 産

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

2,213

75,641

32,684

8,841

3,470

△14

支払手形及び買掛金 62,307

電 子 記 録 債 務 22,261

短 期 借 入 金 13,096

未 払 法 人 税 等 551

賞 与 引 当 金 367

そ の 他 8,950

固 定 負 債 6,692

社 債 1,666

長 期 借 入 金 861

固 定 資 産 25,539 繰 延 税 金 負 債 2,707

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関係会社長期貸付金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

8,999

3,723

244

4,544

487

254

16,285

14,535

153

441

1,522

△367

役員退職慰労引当金 241

退職給付に係る負債 814

そ の 他 400

負 債 合 計 114,227

純 資 産 の 部

株 主 資 本 25,355

資 本 金 2,486

資 本 剰 余 金 1,430

利 益 剰 余 金 21,844

自 己 株 式 △406

その他の包括利益累計額 8,806

その他有価証券評価差額金 8,775

退職給付に係る調整累計額 31

非 支 配 株 主 持 分 4

繰 延 資 産 17 純 資 産 合 計 34,166

資 産 合 計 148,393 負 債 ・ 純 資 産 合 計 148,393
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連 結 損 益 計 算 書

（令和７年４月１日から
令和８年３月31日まで）

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 360,358

売 上 原 価 342,739

売 上 総 利 益 17,619

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 16,899

営 業 利 益 719

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 268

仕 入 割 引 332

情 報 手 数 料 506

そ の 他 394 1,501

営 業 外 費 用

支 払 利 息 126

社 債 利 息 19

売 上 債 権 売 却 損 80

そ の 他 30 256

経 常 利 益 1,964

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 2

投 資 有 価 証 券 売 却 益 491 493

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 12

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 194

投 資 有 価 証 券 評 価 損 28

関 係 会 社 株 式 評 価 損 1

そ の 他 0 237

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,221

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,115

法 人 税 等 調 整 額 △173

当 期 純 利 益 1,279

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 △60

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,339

― 21 ―

2026年05月20日 13時36分 $FOLDER; 21ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



連結株主資本等変動計算書

（令和７年４月１日から
令和８年３月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 2,486 1,430 20,859 △405 24,370

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △354 △354

親会社株主に帰属する当期純利益 1,339 1,339

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 985 △0 985

当 期 末 残 高 2,486 1,430 21,844 △406 25,355

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非支配株主持分 純 資 産 合 計そ の 他

有 価 証 券

評 価 差 額 金

退 職 給 付

に 係 る 調 整

累 計 額

そ の 他 の

包 括 利 益

累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 6,603 15 6,619 64 31,055

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △354

親会社株主に帰属する当期純利益 1,339

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額（純額）
2,171 15 2,186 △60 2,126

当 期 変 動 額 合 計 2,171 15 2,186 △60 3,111

当 期 末 残 高 8,775 31 8,806 4 34,166
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連 結 注 記 表

Ⅰ 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等

(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 ８社

・主要な連結子会社の名称 ㈱大木

リブ・ラボラトリーズ㈱

㈱エコ・ファクトリー

エーアイピー大木㈱

大木製薬㈱

㈱ウイル

㈱奈良ドラッグ

日野薬品工業㈱

② 非連結子会社の状況

・主要な非連結子会社の名称 上海大木美健貿易有限公司

大木オーバーシーズ㈱

・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売

上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類

に重要な影響を及ぼしていないためであります。

(2) 持分法の適用に関する事項

① 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

・持分法適用の非連結子会社又は関連会社数

該当事項はありません。

② 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

・主要な会社等の名称 大木化粧品㈱

㈱アルファー

上海大木美健貿易有限公司

大木オーバーシーズ㈱

・持分法を適用しない理由 各社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象か

ら除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ重要性がないため持分法の適用範囲から除

外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

― 23 ―

2026年05月20日 13時36分 $FOLDER; 23ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

・有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの………時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法により算定）

市場価格のない株式等……………………主として移動平均法による原価法を採用しておりま

す。

・棚卸資産…………………………………主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

・有形固定資産……………

（リース資産を除く）

主として定額法を採用しております。

取得原価が10万円以上20万円未満の減価償却資産については、３年間

で均等償却しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運搬具 ２～17年

・無形固定資産……………

（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法、それ以外の無形固定資産については定額法を採

用しております。

・リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準

・貸倒引当金………………売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

・賞与引当金………………従業員の賞与支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計

年度の負担額を計上しております。

・役員退職慰労引当金……役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。
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④ その他連結計算書類作成のための重要な事項

・繰延資産の処理方法

社債発行費…社債償還期間（７年間）にわたり均等償却しております。

・退職給付に係る負債の計上基準

１．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させ

る方法については、給付算定式基準によっております。

２．数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（８年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしております。

未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包

括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

・収益及び費用の計上基準

当社グループは、医薬品等の製造・販売を主な事業内容としております。これら製商品の販

売については、顧客への製商品を引き渡した時点で、製商品への支配が顧客に移転し、履行義

務が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。

収益は、販売契約における対価から販売数量又は販売金額等に基づくリベートや値引等を控

除した金額で算定しており、また、顧客に返金すると見込んでいる対価を合理的に見積り、返

金負債として認識しております。

なお、当社グループが代理人として製商品の販売に関与している場合には、純額で収益を認

識しております。

取引の対価は履行義務を充足してから1年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれて

おりません。
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Ⅱ 表示方法の変更

連結損益計算書

前連結会計年度において「営業外費用 その他」に含めておりました「売上債権売却損」（前連結

会計年度51百万円）については、重要性が高まったため、当連結会計年度においては区分掲記して

おります。

Ⅲ 会計上の見積りに関する注記

(1) 会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、

翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりで

す。

棚卸資産 32,684百万円

(2) 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法及び算出に用いた主要な仮定

当社グループが保有している棚卸資産の多くは仕入先への返品が可能ですが、一部の商品や

当社グループで製造又は企画した製品の中には返品が不可能なものがあり、これらについては

荷動きの状況やグループの販売戦略に基づく販売可能性を個別に判断して、簿価切下額を計上

しております。

② 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

今後の将来需要及び市場環境、仕入先の経営状況等により簿価切下額の追加計上が必要とな

る可能性があります。

Ⅳ 連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 7,061百万円

(2) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

有形固定資産 1,143百万円

② 担保に係る債務

仕入債務 620百万円

(3) 顧客との契約から生じた債権の内訳は次のとおりです。

受取手形 1,552百万円 売掛金 74,089百万円

Ⅴ 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 14,072,100株

(2) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

決 議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

令和７年５月16日
取 締 役 会

普通株式 354 26 令和７年３月31日 令和７年６月５日
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② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの

令和８年５月15日開催の取締役会において、普通株式の配当に関する事項を次のとおり決定し

ております。

・配当金の総額 409百万円

・１株当たり配当額 30円

・基準日 令和８年３月31日

・効力発生日 令和８年６月４日

なお、配当原資については、利益剰余金としております。

Ⅵ 金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、主として銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。

受取手形及び売掛金、未収入金に係る顧客の信用リスクは、与信管理の手続に沿ってリスク低減

を図っております。また、投資有価証券は株式のみであり、上場株式については四半期ごとに時価

の把握を行っています。

借入金の使途は主として運転資金、社債の使途は主として設備資金であります。

２．金融商品の時価等に関する事項

令和８年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

については、次のとおりであります。

また、現金及び預金、受取手形及び売掛金、未収入金、支払手形及び買掛金、電子記録債務並び

に短期借入金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、注記を省略して

おります。

（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額（*）

時価（*） 差額

(1) 投資有価証券

その他有価証券 14,287 14,287 ―

(2) 社債 （1,666） （1,662） △4

(3) 長期借入金 （861） （859） △2

(*) 負債に計上されているものについては、( ）で示しております。

（注）市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額247百万円）は、「(1)投資有価証券 その他有価

証券」には含めておりません。

― 27 ―

2026年05月20日 13時36分 $FOLDER; 27ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産または負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算

定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプットを使

用して算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して

おります。

①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産および金融負債

（単位：百万円）

区分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券 14,287 ― ― 14,287

②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産および金融負債

（単位：百万円）

区分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債 ― （1,662） ― （1,662）

長期借入金 ― （859） ― （859）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

これらの時価については、取引所の価格によっております。上場株式は活発な市場で取引され

ているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

社債

社債の時価については、元利金の合計額を同様の新規発行を行った場合に想定される利率で割

り引いて算定する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利

率で割り引いて算定する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。
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Ⅶ 収益認識に関する注記

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

財又はサービスの種類 顧客との契約から生じる収益

医薬品 133,131

健康食品 84,204

衛生医療・介護・オーラル用品 32,440

ベビー用品 12,751

日用品・軽衣料 22,016

菓子・食品 11,812

化粧品 52,187

その他分類 11,814

合計 360,358

２．収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「Ⅰ連結計算書類作成のための基本となる重要な事

項等 (4)会計方針に関する事項 ④その他連結計算書類作成のための重要な事項 収益及び費

用の計上基準」に記載のとおりであります。

Ⅷ １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 2,504円29銭

(2) １株当たり当期純利益 98円23銭

Ⅸ 重要な後発事象

該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表

（令和８年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 10,096 流 動 負 債 10,548

現 金 及 び 預 金

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

175

9,000

1,023

14

△117

短 期 借 入 金 10,000

一 年 以 内 返 済 予 定
166

長 期 借 入 金

一 年 以 内 償 還 予 定
333

社 債

未 払 金 29

未 払 法 人 税 等 8

そ の 他 11

固 定 負 債 2,590

社 債 1,666
長 期 借 入 金 834

役員退職慰労引当金 90

負 債 合 計 13,139

純 資 産 の 部

固 定 資 産 11,977 株 主 資 本 8,952

有 形 固 定 資 産 3,142
資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

2,486

6,044

1,475

4,569

827

827

827

△405

建 物 1,964

構 築 物 2

器 具 備 品 108

土 地 1,067

無 形 固 定 資 産 14

ソ フ ト ウ エ ア 14

投 資 そ の 他 の 資 産 8,819

投 資 有 価 証 券 66

関 係 会 社 株 式 8,612

長 期 貸 付 金 20

関係会社長期貸付金 286

そ の 他 136

貸 倒 引 当 金 △302

繰 延 資 産 17 純 資 産 合 計 8,952

資 産 合 計 22,091 負 債 ・ 純 資 産 合 計 22,091
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損 益 計 算 書

（令和７年４月１日から
令和８年３月31日まで）

（単位：百万円）

科 目 金 額

営 業 収 益 1,000

営 業 費 用 459

営 業 利 益 541

営 業 外 収 益

受 取 利 息 42

雑 収 入 8 50

営 業 外 費 用

支 払 利 息 53

社 債 利 息 19

雑 損 失 16 90

経 常 利 益 501

特 別 損 失

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 253

投 資 有 価 証 券 評 価 損 28

関 係 会 社 株 式 評 価 損 1 283

税 引 前 当 期 純 利 益 218

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 0

法 人 税 等 調 整 額 △68 △67

当 期 純 利 益 285
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株主資本等変動計算書

（令和７年４月１日から
令和８年３月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 そ の 他 資 本 剰 余 金

当 期 首 残 高 2,486 1,475 4,569

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

自 己 株 式 の 取 得

当 期 純 利 益

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の

事業年度中の変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ―

当 期 末 残 高 2,486 1,475 4,569

株 主 資 本

純 資 産 合 計
利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本 合 計その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 895 △405 9,021 9,021

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △354 △354 △354

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 △0

当 期 純 利 益 285 285 285

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の

事業年度中の変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 △68 △0 △68 △68

当 期 末 残 高 827 △405 8,952 8,952
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個 別 注 記 表

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① その他有価証券

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

② 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

定額法を採用しております。

取得原価が10万円以上20万円未満の減価償却資産については、３年間で均等償却しておりま

す。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ６～26年

器具備品 ３～15年

② 無形固定資産

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。

(3) 引当金の計上基準

① 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

② 貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

純粋持株会社である当社の収益は、主として子会社からの経営指導料及び受取配当金となりま

す。経営指導料においては、子会社への契約内容に応じた受託業務を提供することが履行義務であ

り、業務が提供された時点で当社の履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識してお

ります。受取配当金については、配当金の効力発生日をもって認識しております。

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

繰延資産の処理方法

社債発行費…社債償還期間（７年間）にわたり均等償却しております。
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Ⅱ 貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 37百万円

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

① 短期金銭債権 9,778百万円

Ⅲ 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

① 営業収益 997百万円

② その他の営業取引高 35百万円

Ⅳ 株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 430,824株

Ⅴ 税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、繰越欠損金、未払金の否認等であります。
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Ⅵ 関連当事者との取引に関する注記

(1) 子会社等

種 類 会社等の名称
議決権等の
所有(被所有)
割 合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科 目
期末残高
（百万円）

子会社 ㈱ 大 木
所有
直接100％

経 営 管 理
役員の兼務、
業務の委託等

経営管理料の受取 264 未収入金 770

業務の委託 25 － －

被保証債務
（注５）

4,107 － －

資金の貸付 8,370 短期貸付金 8,370

利息の受取 38 － －

子会社 日野薬品工業㈱
所有
間接68％

経 営 管 理
役員の兼務

資金の貸付 630
短期貸付金
（注４）

630

利息の受取 0 － －

子会社 LAUGHBASE ㈱
所有
直接100%

経 営 管 理
役員の兼務

資金の貸付 70
長期貸付金
（注３）

270

利息の受取 2 － －

（注）１ 上記(1)の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等

上記(1)の経営管理料及び業務委託料については、双方協議のうえ合理的に決定しておりま

す。また、資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

３ LAUGHBASE(株)に係る貸付金に対し、270百万円の貸倒引当金を計上しております。また、当

事業年度において104百万円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

４ 日野薬品工業(株)に係る貸付金に対し、117百万円の貸倒引当金を計上しております。また、

当事業年度において117百万円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

５ このうち、2,101百万円については、子会社である大木製薬(株)及び日野薬品工業(株)から

も連帯して保証を受けております。

Ⅶ １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 656円26銭

(2) １株当たり当期純利益 20円96銭

Ⅷ 重要な後発事象

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2026年５月21日

大木ヘルスケアホールディングス株式会社
取 締 役 会 御中

アーク有限責任監査法人
東京オフィス

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 森 久 倫

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 橋 本 浩 史
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 圓 山 千 尋

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、大木ヘルスケアホールディングス株式会

社の2025年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、大木ヘルスケアホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当
該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示している
ものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体
の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、ま
た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる
十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロ
セスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤
りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成する
ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬

による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立
場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生す
る可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理
的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監
査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し
て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が
認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重
要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監
査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可
能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及
び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価
する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分か
つ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計
算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対
して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程

で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められてい
るその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要
因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するための
セーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2026年５月21日

大木ヘルスケアホールディングス株式会社
取 締 役 会 御中

アーク有限責任監査法人

東京オフィス
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 森 久 倫

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 橋 本 浩 史
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 圓 山 千 尋

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、大木ヘルスケアホールディングス

株式会社の2025年４月１日から2026年３月31日までの第11期事業年度の計算書類、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書
類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の
財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人として
のその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監
査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロ
セスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監
査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの
兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場
から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見
込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して
重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に
基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程

で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められてい
るその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要
因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するための
セーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査役会は、令和７年４月１日から令和８年３月31日までの第11期事業年度
における取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、
審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通
を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法
で監査を実施いたしました。
一 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁
書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を
調査いたしました。
また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び
情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

二 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す
ることを確保する ための体制その他株式会社及びその子会社から成る企
業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則
第100条第1項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内
容及び当該決議に基づき整備されている体制(内部統制システム)につい
て、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に
報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

三 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか
を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か
ら「職務の遂行が適正におこなわれることを確保するための体制」(会社
計算規則第131条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質管理基準」(企
業会計審議会)等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説
明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算
書類(貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその
附属明細書並びに連結計算書類(連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表)について検討いたしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正
しく示しているものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反す
る重大な事実は認 められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の
職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人アーク有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると

認めます。
(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人アーク有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると
認めます。

令和８年５月22日
大木ヘルスケアホールディングス株式会社 監 査 役 会

常 勤 監 査 役 宮 本 正 博 ㊞
社 外 監 査 役 田 中 安 ㊞
社 外 監 査 役 駒 﨑 一 郎 ㊞

（注）監査役 田中 安及び駒﨑一郎は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監
査役であります。

以 上
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株主総会参考書類

第１号議案 取締役７名選任の件

現任取締役７名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきまして

は、取締役７名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の株式 の 数

１

まつ い ひで お

松 井 秀 夫

(昭和17年６月28日生)

昭和47年８月 株式会社大木入社

216,322株

昭和53年12月 同社取締役

昭和56年12月 同社常務取締役

昭和59年11月 同社代表取締役常務取締役

昭和60年12月 同社代表取締役専務取締役

昭和63年12月 同社代表取締役副社長

平成８年12月 同社代表取締役社長

平成18年６月 同社代表取締役社長執行役員

平成22年６月 同社代表取締役会長兼社長執行役員

平成27年10月 当社代表取締役会長兼社長

平成30年６月 株式会社大木代表取締役会長執行役員

当社代表取締役会長

令和４年６月 当社取締役会長（現任）

株式会社大木取締役会長執行役員（現

任）

<取締役候補者とした理由>

同氏は、当社の事業・業務及びヘルスケア業界に精通しており、取締役会長として持続的

な業績向上を牽引し、企業価値向上に寄与していることから、引き続き当社の経営に欠かせ

ないものと判断し、取締役候補者と致しました。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の株式 の 数

２

まつ い ひで まさ

松 井 秀 正

(昭和49年６月10日生)

平成11年４月 株式会社大木入社

55,114株

平成15年４月 同社システム部副部長

平成17年４月 同社東京支店長

平成18年６月 同社取締役執行役員

平成18年７月 同社大阪支社長

平成19年７月 同社社長室長兼経営企画室長

平成21年６月 同社専務取締役執行役員

平成22年６月 同社代表取締役副社長執行役員

平成22年７月 同社業務本部本部長

平成22年11月 同社社長室長兼業務本部本部長

平成23年６月 大木製薬株式会社代表取締役社長

平成27年５月 同社取締役

平成27年６月 株式会社大木経営企画室長

平成27年10月 当社代表取締役副社長

平成30年６月 株式会社大木代表取締役社長執行役員

（現任）

当社代表取締役社長（現任）

<取締役候補者とした理由>

同氏は、当社の事業・業務及びヘルスケア業界に精通しており、代表取締役社長として持

続的な業績向上を牽引し、企業価値向上に寄与していることから、引き続き当社の経営に欠

かせないものと判断し、取締役候補者と致しました。

３

う べ よし のぶ

宇 部 由 信

(昭和38年10月16日生)

昭和57年４月 株式会社大木入社

18,000株

平成８年３月 同社東京支店中央第一営業所販売課長

平成８年12月 同社多摩支店長

平成11年４月 同社営業企画本部部長

平成12年６月 同社取締役

同社営業企画本部本部長（現任）

平成16年６月 同社常務取締役

平成18年６月 同社取締役専務執行役員

平成21年６月 同社代表取締役専務執行役員

平成27年10月 当社代表取締役専務（現任）

平成30年６月 株式会社大木代表取締役副社長執行役

員（現任）

<取締役候補者とした理由>

同氏は、株式会社大木の営業部門を始めとする営業企画本部全般における豊富な業務経験

と見識を活かし、同社の営業企画業務を執行していることから、引き続き当社の経営に欠か

せないものと判断し、取締役候補者と致しました。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の株式 の 数

４

あら やま かね ひさ

荒 山 周 久

(昭和46年11月18日生)

平成４年４月 株式会社大木入社

1,300株

平成13年５月 同社大阪支社営業部第四チームマネー

ジャー

平成18年７月 同社大阪支店営業部長

平成20年７月 同社名古屋支店副支店長

平成21年２月 同社名古屋支店長

平成21年７月 同社名古屋支社長

平成24年６月 同社取締役執行役員

平成24年７月 同社営業本部副本部長兼名古屋支社長

兼快適生活用品事業部長

平成27年10月 当社取締役（現任）

平成30年４月 株式会社大木取締役執行役員営業本部

副本部長兼名古屋支社長

令和２年４月 同社取締役執行役員営業本部本部長

令和２年６月 同社取締役常務執行役員営業本部本部

長（現任）

<取締役候補者とした理由>

同氏は、主に営業部門における豊富な業務経験と見識を活かし、株式会社大木の営業本部

業務を執行していることから、引き続き当社の経営に欠かせないものと判断し、取締役候補

者と致しました。

５

き むら みつ ひろ

木 村 充 宏

(昭和48年7月14日生)

平成９年４月 株式会社大木入社

3,500株

平成17年５月 同社神奈川支社第四チームマネージャ

ー

平成18年７月 同社神奈川支社第一部長

平成23年１月 同社四国支店支店長

平成27年６月 同社営業本部東京支社長

平成30年７月 同社執行役員営業本部副本部長兼東京

支社長

令和元年６月 同社取締役執行役員営業本部副本部長

兼東京支社長

令和５年４月 同社取締役執行役員営業本部副本部長

兼神奈川支社長

令和７年６月 当社取締役（現任）

令和７年７月 同社取締役執行役員営業本部副本部長

（現任）

<取締役候補者とした理由>

同氏は、主に営業部門における豊富な業務経験と見識を活かし、株式会社大木の営業本部

業務を執行していることから、引き続き当社の経営に欠かせないものと判断し、取締役候補

者と致しました。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の株式 の 数

６

やま おか けん いち

山 岡 研 一

(昭和44年10月9日生)

平成４年４月 株式会社日本興業銀行（現株式会社み

ずほ銀行）入行

1,400株

平成30年７月 みずほ第一フィナンシャルテクノロジ

ー株式会社取締役金融工学第一部長

令和２年９月 株式会社大木入社、経営企画室長（現

任）

令和５年６月

令和６年６月

同社取締役執行役員業務本部長（現任）

当社取締役（現任）

<取締役候補者とした理由>

同氏は、金融を始めとする管理部門における業務経験と見識を活かし、株式会社大木の業

務本部及び経営企画の業務を執行していることから、引き続き取締役候補者と致しました。

7

かわ かみ しん ご

川 上 眞 吾

(昭和29年10月16日生)

平成６年４月 株式会社サン・ダイコー営業企画課長

０株

平成13年４月 同社フード事業部営業部長

平成15年４月 同社管理本部副本部長

平成17年４月 株式会社リードヘルスケア取締役管理

本部長

平成18年４月 同社常務取締役営業本部長

平成19年６月 同社代表取締役専務

平成20年４月 同社代表取締役社長

平成21年６月 株式会社大木社外取締役

平成21年６月 株式会社フォレストホールディングス

取締役

平成25年４月 株式会社サン・ダイコー代表取締役社

長

平成27年10月 当社社外取締役（現任）

令和４年４月 株式会社サン・ダイコー顧問

<社外取締役候補者とした理由及び期待する役割>

同氏は、OTC医薬品企業の経営者としての豊富な経験と幅広い見識をもとに、当社の社外

取締役として客観的な立場から有用な意見をいただいており、今後も取締役会にて適宜的確

な提言をして頂けるものと期待されることから、引き続き社外取締役候補者と致しました。

（注）１．上記各候補者と当社との間には特別な利害関係はありません。

２．川上眞吾氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役候補者であり、当社

の社外取締役に就任してからの期間は10年９ヶ月であります。

３．川上眞吾氏は、当社子会社の株式会社大木の社外取締役であったことがあります。

４．取締役候補者の重要な兼職の状況は、事業報告の２．会社の現況（2）会社役員の状況①取

締役及び監査役の状況の（注）３．に記載のとおりであります。
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【ご参考】株主総会後の取締役のスキルマトリックス（予定）

本招集ご通知記載の候補者を原案どおりご選任いただいた場合、当社の取締役のス

キルマトリックスは次のとおりとなります。なお、次の一覧表は各自が有するすべて

の知見や経験を表すものではありません。

氏名
当社における

地位

企業経営

経営戦略

営 業

マーケティング

法 務

リスク管理

人事労務

人材開発
財務会計

Ｉ Ｔ

システム

松井 秀夫 取締役 〇 〇 〇 〇 〇

松井 秀正 代表取締役 〇 〇 〇 〇 〇 〇

宇部 由信 代表取締役 〇 〇 〇 〇

荒山 周久 取締役 〇 〇 〇

木村 充宏 取締役 〇 〇

山岡 研一 取締役 〇 〇 〇 〇

川上 眞吾 社外取締役 〇 〇 〇 〇
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第２号議案 補欠監査役１名選任の件

監査役が法令に定められる員数を欠くことになる場合に備え、監査役の補欠として、

あらかじめ補欠監査役１名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する当社
の株式 の 数

いし づか よし ゆき

石 塚 善 幸

(昭和18年１月14日生)

昭和42年４月 川崎重工業株式会社入社

０株
昭和47年６月 太平貿易株式会社入社、商事課課長

昭和51年１月 創工物産株式会社設立 代表取締役社長

平成20年10月 同社解散

<補欠社外監査役候補者とした理由>

同氏は、企業経営者としての豊富な経験と幅広い見識をもとに、客観的かつ

公正な立場で取締役の職務の執行を監査・監督頂けるものと判断したことから

補欠社外監査役候補者といたしました。

（注）１．上記候補者と当社との間には特別な利害関係はありません。

２．石塚善幸氏は、補欠の社外監査役候補者であります。

以上
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高
速
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号
線

●ロイヤルホスト

警視庁 大塚警察署

5番出口

お茶の水
女子大学

東京大学 目白台
インターナショナル
・ビレッジ

●

㈱講談社 ●

大木ビル　当社　１階
大木ヘルスケア
ホールディングス㈱

株主総会会場ご案内図

会場：東京都文京区音羽一丁目16 − ３

大木ビル 当社 １階 コミュニケーションフロア

電話：03－6892－0710

交通

東京メトロ 有楽町線「護国寺」駅下車 ５番出口 徒歩５分

＊ 昨年と会場が違いますのでご注意ください。
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